The Mox Plant Case before the European Court of Justice. by 中西 優美子
〔事実〕
イギリス核燃料会社（以下BNFLとする）は，アイリッシュ海の沿岸に位置する
セラフィールドでMOX工場を含む，核燃料再処理施設を操業する会社である。
MOX工場は，使用核燃料から二酸化プラトニウムと劣化した二酸化ウランを混合
し，それらをMOX(mixed oxide fuel)として知られる新しい燃料に転化させること
によって，プラトニウムのリサイクルを目的としている。
イギリス当局は，1993年に公表されたBNFLの企業環境報告書を受け，MOX工
場の建設を許可した。その後，1996年に工場が完成し，BNFLは，MOX工場操業
許可を得るために，イギリス環境機関に申請を行った。
1997年，欧州委員会は，イギリス政府による情報に基づき，MOX工場の操業か
ら生じる放射性廃棄物処理計画につき，Euratom条約37条に従い意見を公表したが，
その中で通常操業では放射性物質の汚染は引き起こされないだろうとの結論を示し
た。また，私的コンサルティング会社が，「電離放射線の危険に対する一般大衆及
び労働者の健康保護に関する安全基準を定める指令を修正する1980年7月15日の理
事会指令80/836/Euratom」によって定められる必要条件を満たすために，MOX工
場の経済的正当化に関する報告書（以下PA報告書とする）を公表した。
1994年から2001年６月までの間，アイルランドはイギリス当局にMOX工場に関
する見解を機会あるごとに伝達し，同時に，1993年のBNFL企業環境報告書の内容
に疑問を呈し，公表されたPA報告書に含まれない部分の情報開示などもあわせて
要請した。
2001年6月15日，アイルランドは，北東大西洋海洋環境保護条約32条
（２）
に従って仲
裁裁判所の設立を求め，完全版PA報告書提出に対するイギリスの拒否が同条約９
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（１）
判例研究
条に違反すると主張した。これに対して，同仲裁裁判所は，2003年７月２日，その
主張を退けた。
また，2001年10月25日，アイルランドは，国連海洋法条約の規定違反についての，
国連海洋法条約附属書VIIの下で設定される仲裁裁判所における訴訟の開始をイギ
リスに通知した。さらに，アイルランドは，2001年11月９日，国連海洋法条約290
条５項に従い，国際海洋法裁判所に暫定措置を要請した。2001年12月３日の命令に
よって，国際海洋法裁判所は暫定措置を下した。
（３）
2002年６月20日，MOX工場紛争に関してアイルランドと欧州委員会所轄局との
間で会合が開かれた。2003年５月15日に，欧州委員会は，アイルランドがEC条約
の枠組を超えて国際裁判所に提訴したことによってEC条約10条及び292条並びに
Euratom条約192及び193条下での義務に違反したとして，EC条約226条に基づく条
約違反手続きを開始した。その後，2003年10月15日に，欧州委員会は同事項につき，
アイルランドを相手に欧州司法裁判所に提訴した。これが，本件の訴訟である。な
お，国連海洋法条約附属書VII仲裁裁判所の訴訟手続きは，欧州司法裁判所の判決
が下されるまで停止されることになった。
〔判旨〕
欧州委員会は，本件において３つの申し立てを行った。
（４）
第１に，アイルランドがMOX工場に関するイギリスとの紛争を解決する目的で
国連海洋法条約に定められている紛争解決手続きを用いたことは，EC条約292条に
より欧州司法裁判所に付与されている排他的裁判管轄権の不尊重になると欧州委員
会は主張した。
（５）
第１の申し立てに対して，欧州司法裁判所は以下のように判決した。
国連海洋法条約は，共同体により署名され，その後，決定98/392により承認され
た。確立された判例法により，同条約の規定は共同体法秩序の一部（integral part）
を形成する。（判決理由第82段）
同条約は共有権限を基礎として共同体及びすべての（EU）構成国により締結され
た。（判決理由第83段）
欧州司法裁判所は，共同体権限に属する規定を含んでいる限り，混合協定が共同
体法秩序の中で純粋な共同体協定（ECが単独で締結した協定のこと）と同じ位置
づけにあるということをすでに明らかにしてきた。（判決理由第84段）
このことから裁判所は，共同体機関によって締結された協定から生じる義務への
尊重を確保することによって，構成国は同協定の履行責任を負った共同体に関係す
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る義務を共同体制度の中で履行するものと判断を下してきた。（判決理由第85段）
…裁判所は，すでにEC条約175条１項が環境保護に関する国際協定の締結のための
適当な法的根拠として解釈してきた（判決理由第90段）。
その結論は，環境に関する政策枠組の中で追求される目的の中に「地域または世
界規模の環境問題を扱うために国際レベルでの措置を促進」することを含む，EC
条約174条１項と関連させてEC条約175条１項を解釈することによって補強される。
（判決理由第91段）
EC条約176条から明らかであるが，環境，ここでは，海洋環境の保護，に関する
共同体の対外権限は排他的ではなく，むしろ原則的に共同体と構成国に共有されて
いる。（判決理由第92段）
しかしながら，混合協定の規定が共同体の権限に入るか否かという問題は，帰属
(attribution)，それゆえまさに，同権限の存在の有無に関係する問題であり，排他
的あるいは共有的な性質に関係しない問題である。（判決理由第93段）
海洋環境の保護の分野における共同体の対外権限の存在の確定にあたっては，
AETR事件判決の判決理由第17段
（６）
において定立された法理の意味における「問題と
なっている協定の締結手続きに構成国が参加した場合に影響を受けうる分野を包含
する第二次法の措置の採択」は原則として条件ではない。（判決理由第94段）
たとえそれらの協定によって包含される個別事項が共同体レベルでの規定の対象
ではまだないあるいは部分的にのみ対象であり，共同体規定が影響を受け得ないと
しても，共同体は環境保護の分野において協定を締結することが可能である。（判
決理由第95段）
このような前提にたって，共同体が国連海洋法条約の当事者になることによって
環境保護の分野において対外権限を行使することを決定したのか否か，また，決定
した場合どの程度までの行使を決定したのかを審査しなければならない。（判決理
由第96段）
この点につき，国連海洋法条約を承認する決定98／392が前文第１段において法
的根拠を構成する規定の１つとしてEC条約130s条１項（現EC条約175条１項）に
言及していることにより，共同体が権限の行使を決定した（場合である）ことが示
される。（判決理由第97段）
さらに，同決定の前文の第5段目は，共同体による同条約の承認がその権限の範
囲において共同体を同条約の当事者とならしめることを目的とすると述べている。
（判決理由第98段）
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同決定１条３項に言及され，同決定の付属書IIの一部である，形式的な確認の意
味をもつ共同体権限の宣言は，共同体が同条約の権利と義務を受け入れた規定事項
において，構成国から共同体に移譲された権限の範囲と性質を特定する。（判決理
由第99段）
…共同体権限の宣言のNo.２の２項目目の１段２文が，とりわけ海洋汚染の防止
に関係する国連海洋法条約の規定につき，「共同体法規が存在するが，単に最小限
の基準のみを設定する共同体規定の場合で影響を受けないときに，構成国はこの分
野において行動する共同体の権限を損なうことなく権限を有する」と述べているこ
とを指摘する必要がある。（判決理由第104段）
結果として，この宣言は，国連海洋法条約の枠組において，特に海洋汚染の防止
の分野において，共有権限の移譲がなされたということ，加えて，AETR事件判決
で定立した法理の意味における関連する共同体法規の影響がない場合においても移
譲がなされたということを確認するものである。（判決理由第105段）
しかしながら，共同体権限の宣言の同文言は，たとえそれらの法規が影響を受け
ることが必要条件ではないとしても，共有権限の移譲が共同体法規の存在を前提条
件としていることを確認するものである。（判決理由第106段）
他の場合では，すなわち，共同体法規が存在しない場合，共同体権限の宣言の
No.２の２項目目の１段３文に従って権限は構成国の元にある。（判決理由第107段）
国連海洋法条約という特別の文脈では，同条約が定める事項に関連する共同体規
定の存在が-その範囲や種類は問題とならない-共同体への共有権限の移譲の前提条
件となる。（判決理由第108段）
この点に関して，共同体権限の宣言の付属書は，網羅的ではないが，有用な参照
基礎となる。（判決理由第109段）
仲裁裁判所においてアイルランドが援用した国連海洋法条約規定によって包含さ
れる事項は，共同体の措置によって大部分規定されており，そのうちのいくつかは，
同宣言の付属書において明示的に言及されている。（判決理由第110段）
…アイルランドは仲裁裁判所における主張陳述の中で国連海洋法条約の関連規定
の解釈の参照になるものとして指令85/337に言及したゆえに，同指令の関連につい
て疑いを挟むことはできない。（判決理由第112段）
…共同体が国連海洋法条約の当事者となることによる権限行使により，MOX工
場に関係する紛争の重要な部分を包含する同条約規定が，共同体権限の範囲内に入
るということの認定だけで十分である。（判決理由第120段）
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よって，MOX工場に関係する仲裁裁判所における紛争の中でアイルランドが援
用した国連海洋法条約の規定は，共同体法秩序の一部を形成する法規である。それ
ゆえ欧州司法裁判所はそれらの規定の解釈と適用に関する紛争を扱い，かつ，構成
国によるそれらの遵守を審査する裁判管轄権を有する。（判決理由第121段）
しかしながら，国連海洋法条約の付属書VIIに従って設定された仲裁裁判所にお
ける構成国によって提起されたMOX工場に関するような紛争を排除するほど，欧
州司法裁判所の裁判管轄権が排他的であるか否かを決定する必要がある。（判決理
由第122段）
国際協定が（EＣ諸）条約に定められる責任の配分に影響を与えることはできな
いこと，結果として，共同体法秩序の自律性に影響を与えることはできないことを
欧州司法裁判所は従来から指摘してきた。欧州司法裁判所はEC条約220条の下でそ
の遵守を確保する。構成国はEC条約の解釈あるいは適用に関する紛争を条約に定
められている以外の紛争解決方法に訴えてはならないという，EC条約292条により，
欧州司法裁判所の排他的裁判管轄権が確認される。（判決理由第123段）
国連海洋法条約が共同体法制度の自律性維持のために欧州司法裁判所の排他的裁
判管轄権の侵害を回避させうるものであることが最初に述べられるべきである。
（判決理由第124段）
国連海洋法条約282条により，EC条約が構成国間の紛争解決に関して拘束力のあ
る決定を伴う手続きを定めている限り，EC条約で定められる紛争解決の制度が国
連海洋法条約第15部に含まれるものに対して原則的に優先されなければならないと
いうことになる。（判決理由第125段）
MOX工場に関する紛争において問題となっている国連海洋法条約の規定が，共
同体の同条約への加入によって共同体が行使した共同体権限の範囲に入るというこ
とが確立され，よって，同条約の規定は共同体法秩序の一部を形成することになっ
た。（判決理由第126段）
結果として，この場合における紛争は，EC条約292条の文言の意味におけるEC
条約の解釈と適用に関する紛争である。（判決理由第127段）
さらに，国連海洋法条約の規定から生じる共同体法の義務の不遵守に関する２つ
の構成国間の紛争であるので，この紛争は，EC条約292条の意味におけるEC条約
によって設定された紛争解決方法の１つ，すなわち，EC条約227条に定められる手
続きに包含されることは明らかである。（判決理由第128段）
…以上のことから，EC条約220条と292条により，アイルランドは，MOX施設に
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関する紛争を解決するための仲裁裁判所での訴訟開始を妨げられていたということ
になる。（判決理由第133段）
第２に，欧州委員会は，共同体法の解釈と適用を必要とする紛争を仲裁裁判所に
提起したことによってEC条約292条とEuratom条約193条
（７）
にアイルランドが違反し
たと訴えた。
この第２の申し立てについて，欧州司法裁判所は，以下のように判示した。
仲裁裁判所における主張陳述及び書面提出物においてアイルランドが数多くの共
同体措置を援用したことは確かである。（判決理由第146段）
北東大西洋海洋環境保護条約と並んで，問題となっている措置は，本質的に，
EC条約に関しては，指令85/337及び90/313，Euratom条約に関しては，指令
80/836, 92/3及び96/29である。（判決理由第147段）
仲裁裁判所のような裁判所は「この条約並びにこの条約に反しない国際法の他の
規則を適用する」と，定めている国連海洋法条約293条１項に従い，アイルランド
が共同体措置を援用したことは確かである。（判決理由第148段）
法務官が意見の49及び50段で述べたように，アイルランドが仲裁裁判所に提出し
た文書におけるさまざまな部分から，アイルランドがそのような共同体措置を国連
海洋法条約の紛争に関連する一般規定の意味の明確化にとっての重要な要素として
のみならず，同条約293条に従い仲裁裁判所により適用される国際法の規則として
も引用したということが明らかである。（判決理由第149段）
…このこと（仲裁裁判所に違反判決を求めて，共同体法文書を提出したこと）は，
特に，他の構成国が共同体規定に違反したという確認を得る目的でEC条約227条と
Euratom条約142条に定められた手続きを用いることによって，共同体法の解釈と
適用に関する紛争解決に対する欧州司法裁判所の裁判管轄権の排他性を尊重すると
いうEC条約292条及びEuratom条約193条により構成国に課される義務と矛盾する。
（判決理由第152段）
それゆえ，関連する措置のいくつかがEC条約の範囲とEuratom条約の範囲に入
るために，EC条約292条とEuratom条約193条の違反が存在したと判断しなければ
ならない。（判決理由第153段）
仲裁裁判所における訴訟の提起および続行は，本判決理由の第146～150段におい
て示されている状況において，（EC）諸条約に定められる管轄権秩序，結果として，
共同体法制度の自律性が悪影響を受けうるという明白な危険性を含んでいることが
指摘されなければならない。（判決理由第154段）
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国連海洋法条約293条あるいは他の規定に従って，イギリスが共同体法規に違反
したか否かを審査する，あるいは，判決することを仲裁裁判所に要請しておらず，
今後も要請しないという，アイルランドの形式的な保障では，その危険性はぬぐう
ことはできない。（判決理由第155段）
さらに，そのような危険性の存在は，アイルランドが移送の方法であるいは他の
手段への依拠によって共同体法を適用するように仲裁裁判所に求めうることができ
たという事実とまったく無関係である。（判決理由第156段）
よって，第２の申し立ては理由あるものとしてみなされなければならない。（判
決理由第157段）
第３に，欧州委員会は，アイルランドが共同体権限に入る規定に基づき訴訟提起
したことによってEC条約10条の下での協力の義務を遵守せず，また，権限ある共
同体機関に通知あるいは協議することを怠ったことにより，EC条約10条および
Euratom条約192条に違反したと主張した。
この申し立てについて，欧州司法裁判所は次のように判示した。
EC条約292条に定められるような，共同体の司法制度に依拠し，同制度の基本的
な特徴である裁判所の排他的裁判管轄権を尊重するという，構成国に課せられた義
務は，EC条約10条から生じる構成国のより一般的な誠実義務(duty of loyalty)の特
別な表現として理解されなければならない。（判決理由第169段）
…欧州司法裁判所は，EC条約の目的に関係するすべての分野において，EC条約
10条が構成国に共同体の任務の達成を容易にし，かつ，条約の目的の達成を危険に
ならしめうる措置を慎むように要請していることを指摘してきた。構成国は，
Euratom条約192条によってEuratom条約の下で同じような義務を負っている。（判
決理由第174段）
欧州司法裁判所はまた，混合協定を締結する際には構成国と共同体機関が共同権
限の下で両者によって負われた義務の履行に当たって，密接な協力の義務を有する
ことも強調してきた。（判決理由第175段）
このことは，共同体権限の宣言とその付属書が示すように，共同体と構成国の各
権限が密接に絡み合った分野である海洋環境の保護と保全の分野に属し，かつ，混
合協定から生じる，義務に本質的にかかわる本件のような紛争の場合に特に当ては
まる。（判決理由第176段）
このような性質の紛争を仲裁裁判所に付託する行為は，欧州司法裁判所以外の裁
判所が共同体法により構成国に課される義務の範囲を判断する危険性を伴う。（判
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決理由第177段）
さらに，2001年10月８日の文書において，欧州委員会所轄局はすでに，北東大西
洋海洋環境保護に関する条約に従って設置された仲裁裁判所にアイルランドが付託
したMOX工場に関する紛争が欧州司法裁判所の排他的裁判管轄権に入る事項であ
ると主張していた。（判決理由第178段）
そのような状況において，混合協定の枠組における密接な協力の義務は，アイル
ランドが，国連海洋法条約の枠組におけるMOX工場に関する紛争解決手続きを開
始する前に権限ある共同体機関に通知し協議する義務を包含していた。（判決理由
第179段）
Euratom条約の規定ならびにEuratom条約の実施の中で採択された措置を，仲裁
裁判所において開始しようとした手続きの枠組の中で，援用しようとする限り，
Euratom条約に基づき，事前の情報通知と協議の義務がアイルランドに課される。
（判決理由第180段）
そのような訴訟が提起された時点においてアイルランドが事前の情報通知および
協議の義務を遵守しなかったことを認定する。（判決理由第181段）
以上のことから，権限ある共同体機関に通知することなく，また，協議すること
なく，国連海洋法条約に定められた紛争解決制度の下で訴訟を提起したことによっ
て，アイルランドはEC条約10条およびEuratom条約192条の下での協力義務（duty
of cooperation）を遵守することに違反したという第3の申し立ては肯定される。
（判決理由第182段）
〔研究〕
Ｉ．本件の意義 本件では，イギリスにより許可されたBNFLの核燃料処理施設で
あるMOX工場の操業問題が関係している。MOX工場問題は，本件で初めて扱わ
れる事件ではない。〔事実〕の箇所で言及したように，北大西洋海洋環境保護条
約の下での仲裁裁判所によって判決が下され，また，国際海洋法裁判所によりす
でにアイルランドとイギリス間におけるMOX工場事件に関し暫定措置が下され
ている。また，この暫定措置を要請する前に，アイルランドは国連海洋法条約附
属書VIIの下で設置された仲裁裁判所にイギリスを相手に訴訟を提起しており，
その事件は同仲裁裁判所に係属中である。
これまでのMOX工場事件では，イギリスが許可したMOX工場の操業が関連条
約規定に違反するという文脈で取り扱われてきた。すなわち，MOX工場をめぐ
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るアイルランドとイギリスの間の紛争解決が問題となってきた。しかし，本件は，
MOX工場事件の紛争解決が欧州司法裁判所に求められているわけではない。本
件では，アイルランドが共同体法制度の枠組外にある他の裁判所に紛争解決を求
めた行為が，EC条約に違反するものか否かが問題となっている。本件は，アイ
ルランド対イギリス事件ではなく，欧州委員会対アイルランド事件で，アイルラ
ンドが欧州委員会にEC条約違反で訴えられた形となっている。よって，本件で
は，イギリスのMOX工場をめぐる行為がEC法に違反するか否かということは審
査の対象となっていない。
本件で問題となっているのは，アイルランドの行為がEC条約違反行為に当た
るか否か，その前提として，欧州司法裁判所がMOX工場事件問題に対し，他の
裁判所の管轄権を排除しうる，排他的裁判管轄権を有するか否かである。本件の
意義は，MOX工場事件をめぐり，重なりあい，並行して存在する，複数の裁判
所の裁判管轄権に対し，欧州司法裁判所が自らの裁判管轄権をどのように位置づ
け，どのように裁判管轄権問題をEC法上処理したかにある。
II．背景 欧州司法裁判所の判決の検討に入る前に，アイルランドがEC条約に定め
られた以外の方法に依拠するに至った背景について触れておきたい。
本件で鍵となっている条文は，EC条約292条とEuratom条約193条である。両方
の条文は，同一文言である。EC条約292条及びEuratom条約193条は，「構成国は，
この条約の解釈または適用に関する紛争を，この条約に定める以外の解決方法に
訴えないことを約束する」と定めている。この条文は，ECが自己完結制度（self
contained regime）なのか否かが議論される際に，根拠条文として参照される。
本件では，欧州委員会は，申し立てにおいて，第1に，MOX工場に関するイギ
リスとの紛争を解決する目的で国連海洋法条約に定められている紛争解決手続き
を用いたことによって，アイルランドがEC条約292条により欧州司法裁判所に付
与されている排他的裁判管轄権を尊重しなかったということ，第２に，共同体法
の解釈と適用を必要とする紛争を仲裁裁判所に提起したことによりEC条約292条
とEuratom条約193条にアイルランドが違反したと主張した。
EC条約292条は，「この条約に定める以外の解決方法に訴えないこと」と定め
ているが，これは，ECの裁判所（欧州司法裁判所，第1審裁判所）以外の国際裁
判所や仲裁裁判所に訴えないことを意味し，紛争解決のために裁判外
(außergerichtlich) の解決手段，たとえば交渉や調停を用いることは同条文により
禁止されていない。
（８）
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共同体法制度においては，この条約に定める以外の解決方法に訴えることを禁
じるEC条約292条がおかれているのと同時に，構成国が他の構成国を欧州司法裁
判所に訴えることができる条約違反手続きがEC条約227条におかれている。
MOX工場をめぐる問題において，アイルランドがこの手続きを利用すれば，本
件のような問題は起こらなかったはずである。もっとも，E（E）C条約が発効し
て以来，このEC条約227条に基づく判決は３件しかない。
（９）
欧州委員会がEC法に
違反した構成国を欧州司法裁判所に訴える本件のような条約違反手続き（EC条
約226条）に基づく判決は，１年に百を超える件数がある。すなわち，実際のと
ころ，EC条約227条に条約違反手続きはおかれているもの，まれにしか援用され
ない手続きである。さらに，EC条約227条により裁判所が判決を下したとしても，
同判決は確認判決にとどまり，その判決執行が効果的になされるかどうかは疑問
の余地がある。また，EC条約には，仲裁条項に基づいて欧州司法裁判所が裁判
を行う権限を有するという，EC条約238条の手続きも存在するが，現在のところ
利用されてきていない。
（10）
よって，現実的な方法としては，もっぱら，アイルランドがイギリスと外交交
渉を行うか，あるいは，欧州委員会がイギリスに対しEC条約226条に基づいて条
約違反手続きを開始し，欧州司法裁判所がイギリスの行為に対し条約違反である
という確認判決を下すのをアイルランドが待つことが考えられた。しかし，〔事
実〕の箇所で言及したように，アイルランドがイギリスに対し働きかけを行った
にもかかわらず，イギリスはMOX工場の操業に許可を与えた。また，EC法の擁
護者である欧州委員会も〔事実〕の箇所で述べたように，イギリスの行為をEC
法違反と見なさないという見解を公表していた。結果，アイルランドは，どちら
の現実的な方法にも依拠できず，また，制度として存在するEC条約227条や238
条を用いることもせず，他の国際条約に定められた紛争解決手続きに訴える方法
を選択した。その結果，このようなアイルランドの行為がEC法上認められるの
か否かが本件では問題となることになった。
Ⅲ．排他的裁判管轄権 欧州司法裁判所は，MOX工場に関するイギリスとの紛争
を解決する目的で国連海洋法条約に定められる紛争解決手続きを用いたことによ
って，アイルランドがEC条約292条により欧州司法裁判所に付与されている排他
的裁判管轄権を尊重しなかったという，欧州委員会の申し立てについて，大きく
分けて４つの段階を踏んで，判断を下した。すなわち，4段階に分けて，欧州司
法裁判所は排他的裁判管轄権の存在を論証した。
180 専修ロージャーナル　第２号 2007. 2
第１段階では，混合協定の規定が共同体の権限に属しうることを次のように裁
判所は示した。まず，裁判所は，EC条約174条，175条および176条を引用しなが
ら，共同体が海洋環境の保護に関して排他的対外権限を有さないものの構成国と
の共有権限を有することを確認した。
（11）
アイルランドは排他的対外権限に属する分野に関してのみ共同体が国連海洋法
条約の当事者でありうると主張した。しかし，これに対して，欧州司法裁判所は，
混合協定の規定が共同体の権限に入るか否かという問題は，帰属，すなわち，同
権限の存在の有無に関係する問題であり，それが排他的であるか共有的性質を有
するものであるかは関係しないとした。
（12）
それに関連して，AETR事件で定立され
た排他的黙示的対外権限の法理で示された条件，「共同体の措置が採択され，そ
の規定が影響を受けること」は，満たされる必要がないと明確に示した。
（13）
このことは，混合協定のある規定が共同体の権限に入るためには，共同体の排
他的権限の存在が要件となるのではなく，排他的権限にせよ，共有権限にせよ，
共同体の権限の存在で十分であることが示されたことを意味する。
第２段階では，共同体が共有権限を行使し，構成国から共同体へ権限が移譲さ
れたことが次のように裁判所によって示された。国連海洋法条約の締結に関する
決定98/392の付属書IIの共同体権限の宣言のNo.２の２項目目の１段２文では，
「共同体法規が存在するが，単に最小限の基準のみを設定する共同体規定の場合
で影響を受けないときに，構成国はこの分野において行動する共同体の権限を損
なうことなく権限を有する」と定められた。
（14）
アイルランドは，これに依拠して，MOX工場事件紛争の共同体の関連規定は
単に最小限の基準を設定するものであり，共同体法規に影響を与えるようなもの
でないため，同関連規定は共同体の排他的権限に入らないという見解であった。
他方，同じ宣言を欧州司法裁判所は次のように解した。同宣言は，国連海洋法条約
の枠組において，特に海洋汚染の防止の分野において，共有権限の移譲がなされたと
いうこと，加えて，ATER事件判決で定立した法理の意味における「関連する共同体法
規の影響」がない場合においても移譲がなされたことを確認するものであると解した。
（15）
さらに，裁判所は，国連海洋法条約の文脈では，同条約が定める事項に関する
共同体規定の存在が共同体への共有権限の移譲の確認にとって重要であり，その
適用範囲や種類は問題とならないとした。
（16）
その上で，裁判所は，国連海洋法条約
規定によって包含される事項は，共同体の措置によって大部分規定されており，
共同体の権限内に入るとした。
（17）
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このことは，排他的権限ではなく，共有権限であってもそれが行使され，共同
体措置が採択されることで共同体へ権限移譲がなされるという裁判所の認識を示
している。共同体に排他的権限が移譲されている分野は非常に限定されているが，
共同体の権限の大部分を占める共有権限の分野においても共同体がそれを行使
し，その際だされた措置がAETR事件判決で定立された排他性の確立のための要
件を満たしていなくとも，権限が共同体に移譲されたものとするという解釈は，
排他的権限の場合のみを共同体の権限とし，共有権限は排他性を生み出すような
共同体の措置が採択されるまでは構成国の権限であるとする構成国の解釈と乖離
するものである。
第３段階では，第２段階における国連海洋法条約の規定事項の大部分は共同体
法規により包含され，共同体の権限内に入るということを前提として，欧州司法
裁判所は，自己の裁判管轄権を以下のように導いた。MOX工場に関係する紛争
の際に，アイルランドが依拠し，仲裁裁判所に提出した国連海洋法条約の規定は，
共同体法秩序の一部を形成する法規となる。それゆえ，欧州司法裁判所は，それ
らの規定の解釈と適用に関する紛争を扱い，かつ，それらの構成国の遵守を審査
する裁判管轄権を有すると。
（18）
第４段階では，欧州司法裁判所は，自己の裁判管轄権が排他的であることを欧
州経済圏（EEA）協定の締結が問題となった裁判所意見１/91
（19）
および欧州共通航
空圏（ECAA）を設立する協定が問題となった裁判所意見１/00
（20）
を引用しつつ，
次のように根拠づけた。
（21）
まず，裁判所は，国際協定がEC条約に定められる責任の配分に影響を与える
ことができず，その結果として，共同体法秩序の自律性に影響を与えることがで
きないとした。また，欧州司法裁判所の任務は，EC条約220条の下でその遵守を
確保することにあるとし，その上で，裁判所の排他的裁判管轄権は，構成国は
EC条約の解釈あるいは適用に関する紛争を条約に定められる以外の紛争解決方
法に訴えてはならないという，EC条約292条により確認されるとした。
さらに，問題となっている国連海洋法条約が共同体法制度の自律性維持のため
に欧州司法裁判所の排他的裁判管轄権の侵害を回避することを可能にするものと
なっているとし，特に同条約282条に基きEC条約における紛争解決制度が国連海
洋法条約のそれに原則的に優先されなければならないと解されるとした。
（22）
結果，欧州司法裁判所の裁判管轄権が排他的性質をもつものとEC条約上制度
設計されていること，他方，欧州司法裁判所の裁判管轄権の排他性が国連海洋法
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条約上認容されるものであることが欧州司法裁判所によって示された。これが裁
判管轄権問題のEC法上の処理であった。
Ⅳ．共同体法の自律性 欧州委員会の第2の申し立てでは，アイルランドが共同体法
の解釈と適用を必要とする紛争を国連海洋法条約附属書VII下での仲裁裁判所に提
起したことによってEC条約292条とEuratom条約193条に違反したとされた。欧州
司法裁判所は，アイルランドの行為は裁判管轄権の排他性の尊重を定めたEC条約
292条とEuratom条約193条に違反するとして，欧州委員会の主張を認めた。
（23）
裁判所は，その理由として，EC条約およびEuratom条約における管轄権秩序，
結果として，共同体法制度の自律性が悪影響を受けるという明白な危険性を含ん
でいることを挙げた。
（24）
このように裁判所が共同体法制度の自律性が悪影響を受け
るという危険性をできるだけ排除しようとするのは，これまでの判例の中でも見
られる。たとえば，EEA協定に関する裁判所意見1/91においても，EEA裁判所
の設立を予定したEEA協定をEC条約違反と判断した。
（25）
V．密接な協力義務 第３の申し立てにおいては，欧州委員会は，共同体に帰属す
る権限を行使することによって，アイルランドがEC条約の義務を遵守せず，また，
権限ある共同体機関に通知あるいは協議することを怠ったことにより，EC条約10
条及びEuratom条約192条の義務に違反したと主張した。なお，EC条約10条と
Euratom条約192条の文言は同一である。
欧州司法裁判所は，EC条約292条から生じる，他の裁判所による紛争解決手続
きに依拠してはならず，欧州司法裁判所の排他的裁判管轄権を尊重する義務は，
EC条約10条に定める構成国のより一般的な誠実義務(duty of loyalty)の特別な表
現として理解されなければならないとし，EC条約10条ではなく，EC条約292条
で争うべきものとした。
（26）
他方，事前の情報通知および協議の義務については，欧州司法裁判所は，混合
協定においては構成国と共同体機関の密接な協力が必要であり，アイルランドは
国連海洋法条約の枠組におけるMOX工場に関する紛争解決手続きを開始する前
に権限ある共同体機関に通知し協議する義務を含んでおり，その義務の不履行に
よりEC条約10条及びEuratom条約192条にアイルランドが違反したと判示した。
（27）
この判示より混合協定下での構成国と共同体機関の密接な協力の義務の一形態
が具体化された。
Ⅵ．問題点の指摘 本件では，独自の紛争解決手続きを有する国際条約を共同体と
構成国が混合協定の形で締結している事例が問題となった。本件で問題となった
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国連海洋法条約が，同条約282条において，構成国間の紛争に関して拘束力のあ
る決定を伴う手続きを定めている場合は，同手続きが優先されうることを定めて
いるため，本判決では上述したように欧州司法裁判所が一方的に排他的裁判管轄
権の存在を宣言することにより裁判管轄権の競合問題を処理することができた。
しかし，本件のような欧州司法裁判所の一方的な排他的裁判管轄権の存在の宣言
が国際法上すんなりと受け入れられるか疑問が残る。特に，このような条項を有
さない国際条約を混合協定の形で締結した場合，EC法上ではなく，国際法上の
問題が生じる可能性がある。
（28）
その際EC条約と国際条約との合致を事前に審査す
るEC条約300条６項がどこまで機能しうるのかという点も指摘できる。
また，EC条約292条は，自己完結制度をめぐる理論の問題はさておき，
（29）
これま
であまり注目をあびてこなかったが，独自の紛争解決手続きを包含する国際条約
が増えていく中で，今後，特に，そのような条約をECが構成国と共に締結する
混合条約の形で締結したときに重要な意味をもつことになると考えられる。
（30）
注
（１）C-459/03 Commission v. Ireland [2006] ECR I-nyr.
（２）The Convention for the Protection of the Marine Environment of the North-East Atlantic;
1992年9月22日にパリで署名され，1997年10月7日の理事会決定98/249/ECによりECにより承
認された(OJ 1998 L 104,１)。
（３）青木隆訳「MOX工場事件暫定措置命令とヴォルガ号事件船舶釈放判決」法学研究 76巻7号
2003年　57-71頁; 岡松暁子「国際・外国法　MOX工場事件-国際海洋法裁判所暫定措置命令」
環境法研究 29 2004年 113-120頁。
（４）〔判旨〕中に言及される仲裁裁判所は，特に断わりのない限り，国連海洋法条約附属書VII
の下で設置された仲裁裁判所を表す。
（５）EC条約292条とEuratom条約193条は，同一文言であるが（参照〔研究〕II），国連海洋法条
約に加盟しているのは，ECであり，Euratomではないので，第１の申し立てでは，EC条約
292条のみが問題とされている。
（６）AETR判決とは排他的黙示的対外権限（条約締結権限）の法理を定立した判決のこと。
Case 22/70 Commission v. Council [1971] ECR 263.“In particular, each time the
Community, with a view to implement a common policy envisaged by the Treaty, adopts
provisions laying down common rules, whatever form these may take, the Member States
no longer have the right, acting individually or even collectively, to undertake obligations
with third countries which affect those rules.”(para. 17) . 
（７）問題となっている共同体法規は，EC条約に基づいて採択されたもののみならず，Euratom
条約に基づいて採択されたものも含まれているために，EC条約292条と並んで，Euratom条約
193条にも違反すると欧州委員会は主張した。
（８）Schweitzer, Art. 292 EGV, Rn. 4, in Eberhard Grabitz/Meinhard Hilf, Das Recht der
184 専修ロージャーナル　第２号 2007. 2
Europäischen Union, Kommentar, Band III, C.H.Beck, 2005; Christoph Herrmann, Art. 292,
Rn. 4, in Rudolf Streinz, EUV/EGV, C.H.Beck, 2003.
（９）cf. Götz Eike zur Hausen, Art. 292, Rn. 3, in Hans von der Groeben/Jürgen Schwarze,
Kommentar zum Vertrag über die Europäische Union und zur Gründung der Europäischen
Gemeinschaft, Band 4, 6. Auflage, Nomos, 2004; Case 141/78 France v. UK [1979] ECR 2923;
Case C-388/95 Belgium v. Spain [2000] ECR I-3123; Case C－145/04 Spain v. UK [2006] ECR
I－nyr.
（10）Charlotte Gaitanides, Art. 239, Rn. 5, in von der Groeben/Schwarze, (n. 9).
（11）本判決理由第90－第92段。
（12）本判決理由第93段。
（13）本判決理由第94段。
（14）98/392/EC, Annex II, The European Communityﾕs instrument of formal confirmation,
Declaration concerning the competence of the European Community, OJ 1998 L179, 1, 129,
130.
（15）本判決理由第105段。
（16）本判決理由第108段。
（17）本判決理由第110段および第120段。
（18）本判決理由第121段。
（19）Opinion 1/91 [1991] ECR I-6079.
（20）Opinion 1/00 [2002] ECR I-3493.
（21）本判決理由第123段。
（22）本判決理由第124－125段。
（23）本判決理由第152段－第153段。
（24）本判決理由第154段。
（25）Opinion 1/91 [1991] ECR I-6079; 拙稿「EEA協定とEC条約との関係」国際商事法務 Vol. 27,
No. 11 1999年 1356-1359頁。
（26）本判決理由第169段－第171段。
（27）本判決理由第179段－第182段。
（28）Cf. Nikolaos Lavranos,“Concurrence of Jurisdiction between the ECJ and other
International courts and Tribunals”, EELR 2005, 213 and 240.
（29）山本良「国際法上の『自己完結制度』に関する一考察」国際法外交雑誌93巻２号32,48－52頁；
Bruno Simma,“Self－Contained Regimes”, Netherlands Yearbook of international law, Vol.
ⅩⅥ1985, 111, 123－129
（30）Cf. Herrmann, (n. 8), Rn. 3.
MOX工場事件に対する欧州司法裁判所の排他的裁判管轄権　　185
